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東大阪経協　人事委員会
アドバイザー　児玉　恭教
パワー・ハラスメントに対する企業の対応
1.　パワー・ハラスメントの定義･･･セクハラとは違って明確に法的な規制・定義はされていない。
　　　セクハラについては、「改正男女雇用機会均等法１１条」に防止義務が挙げられている。
また、「改正男女雇用機会均等法１１条」の事業主が講ずべき措置と指針には9項目が挙げられている。
　　このようなことから、パワハラを表現しているものとしては次の２点がある。
※　《中央労働災害防止協会》の表現
「職場において、職権などの力関係を利用して、相手の人格や尊厳を侵害する言動を繰り返し行い、精神的な苦痛を与えることにより、その人の働く環境を悪化させたり、或いは雇用不安を与えること」
※　《全国労働安全衛生センター連絡会議　メンタルヘルス･ハラスメント対策局　編》
　　　「あきらめないで!　職場のいじめ　NO!」に書かれている表現
　　　　【パワー・ハラスメントとは職務上の権限や上下関係、職場における人間関係等に伴う権力を利用し、業務や指導などの適正な範囲を超えて行われる強制や嫌がらせなどをいう
　　　　　パワー・ハラスメントは、上司から部下への行為に限らず、同僚間や部下から上司に行われる場合や、所属組織以外の上部組織、顧客などの取引先関係者等から行われる場合もある】
　　　　　■　パワー・ハラスメントと取られる行動には、以下のようなものが考えられる。
　　　　　　　・　暴力行為の実行や、激しい言葉による暴力を浴びせ続ける
　　　　　　　・　個人的な考えなどの強要や、本来の業務に反する行為の強要
　　　　　　　・　与えられた業務を妨害する行為
2.　起きる背景
　　　①　労務指揮権・・・労働義務の遂行について使用者が有する指揮命令の権限が、過剰となり、
　　　　　　　　　　　　労働契約による労働力の処分権を使用者(上司ともなる)にゆだねたことによる使用者の基本的な権限。
　　　②　組織的な権限･･･人事権による使用者の組織的管理(労務管理面)

　　　　　　　　　　　　　　労働協約、就業規則、労働契約などによる定めの範囲で、使用者は一方的な権限を持つ。　具体的には、採用･配置･出向･昇進･昇格･休職･解雇
人事考課など
　　　　　　　　　　　･･･　業務命令権により、労働の指揮だけではなく、業務の遂行全般について、
　　　　　　　　　　　　　労働者に対して必要な指示･命令をできる権限

　　　　　　　　　　　　就業規則などの合理的な規程・基準類に定められている命令であれば、労働契約法7条に定められている労働契約規律は有効であり、労働者は野命令に従う義務があるとされている。
　　　　　　　　　　　･･･　会社秩序保持と懲戒権を持ち、企業組織としての規律･秩序を設けるとともに維持していく権限。
3.　 パワー・ハラスメント判例　
　　①　従業員の不始末に始末書などの提出を求めた行為が、指導監督の裁量権を逸脱したとして違法性が認められた事例。
　指導監督に付随した反省書の作成が問題となった事例―東京地裁八王子支部 平成2年2月1日判決
　②　上司のいじめに対して不法行為の成立を認め、いじめと自殺との因果関係を認めた事例。
　　　　　= 埼玉地裁 平成16年9月24日判決　 =
	･･･Ａ（男性看護師）が勤務先病院の先輩であるY1（男性看護師）らのいじめが原因で平成14年1月24日
に自殺したとしてＸ（両親）らがY1らに対しいじめ行為による不法行為責任（民法709条）を理由に、病
院を設置するY2に対し雇用契約上の安全配慮義務違反による債務不履行（民法415条）を理由に損
害賠償金合計3600万円を請求した。
＜結論＞・一部認容
Y1：Ｘらに対し慰謝料各500万円（各250万円の限度でY2と連帯債務）
Y2：Ｘらに対し慰謝料各250万円（Y1との連帯債務）


③　部下へのメールが叱咤激励を超えて、名誉感情を害するとして不法行為の成立が認められた事例。
= 東京高裁判決（平成17年4月20日） =
･･･本件メールの内容が侮辱的言辞と受け取られても仕方のない、Ｘの名誉感情をいたずらに毀損するもので、Ｘを指導・叱咤督促しようとの送信目的が相当であったとしても、その表現において許容限度を超え、著しく相当性を欠くもので、不法行為を構成する。
（1）ＹはＸに対し、（慰謝料として）金５万円およびこれに対する遅延損害金を支払え。
（2）Ｘのその余の請求を棄却する。
２．訴訟費用は第１、２審を通じてこれを20分し、その１をＹの負担とし、その余をＸの負担とする。
なお、本件は上告されたが、最高裁は上告不受理とした。

④　精神障害の業務起因性の判断基準を示した判例　
= 大阪地裁　平成２２年６月２３日判決 =
同僚らのいじめが原因で不安障害や抑うつ状態になったのに労災と認められなかったのは不当として、富士通京都支社に勤務していた元社員の女性（４５）が国に療養補償給付金の不支給処分取り消しを求めた訴訟の判決が２３日、大阪地裁であった。
 中村哲裁判長は「いじめは集団で長期間継続しており、内容も陰湿。女性が受けた心理的負荷は強度と言わざるを得ない」として業務との因果関係を認め、処分取り消しを命じる判決を言い渡した。 

女性はパソコン講師などをしていたが、体調が悪くなり０２年１１月から休職し、０５年６月に「休職期間満了」で解雇された。
　京都下労働基準監督署に療養補償給付金を請求したが、０６年５月、「疾病は業務に起因したとは認められない」と判断された。 
　判決は、女性が同僚から「営業の仕事をしていないのに高給だ」などとねたみを持たれ、００年４月から０２年１１月、悪口や陰口を言われたと認定し、職場以外の心理的負荷が ないことから「疾病と業務に因果関係を認めなかった処分は不適法」とした。
　　　以上
